
 
 
                    

 

         2024 年 3 月発行 

Ａｃｔｕｓ Ｎｅｗｓlｅｔｔｅｒ（資産税） 
不動産の相続登記が義務化されます   

 

不動産登記つきましては、令和 3 年に不動産登記法の改正が行われ、令和 6 年 4 月 1 日以降は、不動産

の相続登記が義務化されることになりました。また、令和 8 年 4 月 1 日以降は、登記名義人の住所変更登記

も義務化されることになります。 

■ 相続登記の義務化の概要 

国交省調査によると全国の土地の約 1/4 が所有者不明土地と言われており、それは、相続登記がされてい

ないこと、所有者の住所変更登記がされていないことが要因となっています。所有者不明土地が増えると、土

地が管理されないため、周辺の環境の悪化につながったり、所有者を探すのに時間がかかるため、公共事業

の阻害となったり様々な問題が生じます。これらの問題を解消するために今回の改正が行われました。 

■ 相続登記の義務化の内容 

令和 6 年 4 月 1 日以降、相続により不動産を取得した相続人はその取得を知った日から 3 年以内に相続

登記をしなければなりません。正当な理由なく相続登記をしない場合には 10 万円以下の過料が科される場合

があります。また、相続登記の義務化は、令和 6 年 4 月 1 日以前に相続により取得した不動産についても対

象となります。3 年間の猶予期間があり、令和 9 年 3 月 31 日までに相続登記を行う必要があります。 

なお、早期に遺産分割協議がまとまらないなど、すぐに登記が出来ない場合には相続人であることを証明す

ることで登記官が職権で登記をする相続人申告登記という手続が新設されました。 

 

 

 

 

 

 

■ 所有不動産の記録証明制度 

現行の不動産登記法では、全国の不動産から被相続人の不動産を網羅的に把握することはできないため、

相続登記が見逃される可能性があります。そこで令和 8 年 2 月 2 日から登記された不動産の一覧の請求が

可能になります。なおプライバシー等に配慮し、請求の範囲は、①登記名義人が自らの不動産一覧を請求した

場合、②相続人等が被相続人に係る不動産の一覧を請求した場合、に限定されています。 

■ 登録免許税の免除措置 

相続登記を行う場合には、不動産の価額（固定資産税評価額）に 0.4％の登録免許税がかかりますが、以下

に該当する場合には登録免許税が免除されます。いずれも適用期限は令和 7 年 3 月 31 日までです。 

●相続により土地を取得した人が相続登記をしないで死亡した場合 

相続により土地を取得した人が相続登記をしないで死亡した場合には、その亡くなった人の相続登記につ

いては登録免許税が免除されます。 

 

 

 

 

 

 

 

●100 万円以下の土地を相続した場合 

不動産の価額が 100 万円以下の土地を相続した場合には登録免許税が免除されます。 

■ 住所変更登記の義務化の内容 

令和 8 年 4 月 1 日以降、住所等に変更があった場合には、変更日から 2 年以内に住所変更登記をしなけ

ればなりません。正当な理由なく相続登記をしない場合には 5 万円以下の過料が科される場合があります。ま

た、住所変更登記の義務化は、令和 8 年 4 月 1 日以前の住所等変更についても変更登記義務化の対象とな

ります。2 年間の猶予期間があり令和 10 年 3 月 31 日までに住所変更登記を行う必要があります。 

※法務局 HP「相続登記の登録免許税の免税措置について」より引用 

※法務局 HP「備えて安心！令和６年４月１日から相続登記が義務化されます！」より引用 




